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はじめに
• 日本における人口は2010年をピークに減少

– 「超高齢・人口縮小時代」への突入

• 日本全体，大都市，地方都市などでそれぞれ状況が異なる
– 高齢化率は高まるとともに全体として人口が縮小する地方小都市，
高齢化率とともに高齢者人口が急増する大都市圏
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人口ピーク年
（人口）

2010年人口
→2040年人口
単位：万人

2010年→2040年年齢構成比変化（単位：％）

年少人口 生産年齢人口 老年人口

日本全体
2010年
（12,806万人）

12,806→10,728
（-16％）

13→10 64→54 23→36

県庁所在都市
2005年
（1,007万人）

1,007→838
（-17％）

14→10 64→53 23→37

10万人クラス
都市

2000年
（2,084万人）

2,084→1,584
（-22％）

14→11 61→52 25→37

5万人クラス
都市

1985年
（1,956万人）

1,748→1,231
（-30％）

13→10 59→50
28→40
（-4万人）

三大都市圏
（既成市街地）

2015年
（2,340万人）

2,316→2,125
（-8％）

12→9 67→57
21→34
（+246万人）

三大都市圏
（郊外）

2015年
（3,438万人）

3,430→3,038
（-11％）

14→10 65→55
21→35
（+342万人）



日本における都市再生関連施策 3
（中心市街地の社会的・経済的停滞が顕在化）

再開発による経済活性化・地域コミュニティ再生への関心が高まる

中心市街地活性化法の制定，都市計画法の改正
都市再生委員会設立の方針
大規模小売店舗立地法の施行
都市再生本部設置の決定

①都市再生プロジェクトの推進，②民間都市開発投資の促進，③全
国都市再生の推進

地方都市再生の重点分野を決定
①中心市街地における商業機能の活性化と住宅・福祉などの用途
の多機能化，②人が集まる交通結節点における交流機能の充実，
③誰でも快適に活動できるためのバリアフリー化と公共交通機関の
充実，④民間が行うまちづくり活動・NPO活動の活性化

都市再生特別措置法の制定
全国都市再生の推進に関する施策の検討
「まちづくり交付金」の創立
中心市街地活性化法の改正
社会資本整備総合交付金

都市再生特別措置法の改正（立地適正化計画）

90年代

1998

2000
2001

2002

2004

2006

2014

1999
まちづくり三法

改正まちづくり三法



立地適正化計画制度の背景
• 少子高齢化が進む日本における都市の今後のまちづくりに
とって，以下の2点が課題
– 高齢者や子育て世代にとって安心できる健康で快適な生活環境を
実現

– 財政面及び経済面において持続可能な都市経営

• （特に地方都市において）福祉や交通なども含めて都市全体
の構造を見直し，『コンパクトシティ＋ネットワーク(多極ネット
ワーク型コンパクトシティ)』の考え方が重要視
– 医療・福祉施設や商業施設，住居などを集約，高齢者をはじめとす
る住民が公共交通により生活利便施設等にアクセスできるように
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立地適正化計画制度の設立
• 都市再生特別措置法の改正により行政と住民や民間事業者
が一体となったコンパクトなまちづくりを促進する「立地適正化
計画制度」が創設
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立地適正化計画の位置づけと目的

• 都市全体を見渡したマスタープラン
– 居住機能や医療・福祉・商業，公共交通等のさまざまな都市機能の誘導により都
市全域を見渡したマスタープランとしての位置（市町村マスタープランの高度化版）

• 都市計画と公共交通の一体化
– 居住や都市の生活を支える機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと地域交通の
再編との連携により，『コンパクトシティ＋ネットワーク』のまちづくりを推進

• 都市計画と民間施設誘導の融合
– 民間施設の整備に対する支援や立地を緩やかに誘導する仕組みを用意し，インフ
ラ整備や土地利用規制など従来の制度と立地適正化計画との融合による新しい
まちづくりを目指す

• 市町村の主体性と都道府県の広域調整
– 隣接市町村との協調･連携が重要であり，都道府県には立地適正化計画を作成し
ている市町村の意見に配慮した広域的な調整を図ることが求められている

• 市街地空洞化防止のための選択肢
– 居住や民間施設の立地を緩やかにコントロールできる市街地空洞化防止のため
の新たな選択肢として活用を目指す

市町村ごとに「立地適正化区域」を設定し，
都市・居住機能の誘導を図る
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立地適正化計画区域について
• 設定の考え方

– 居住誘導については20年後の都市の
姿を展望

– 都市構造と財政支出の関係を精査

• 立地適正化計画区域について
– 都市計画区域全体を立地適正化計画
区域とすることが基本

– 居住誘導区域と都市機能誘導区域を
定める（居住誘導区域の中に都市機
能誘導区域を定める）

• 基本方針
– 現状の把握・分析に基づき課題を整理
– まちづくりの理念や目標，目指すべき
都市像を設定

– 一定の人口密度の維持や生活サービ
ス機能の計画的配置および公共交通
の充実
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立地適正化計画区域
（＝都市計画区域）

市街化区域など
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立地適正化計画の概念図 8

荒木（2017）より引用



居住誘導区域について（１）
• 考え方

–一定エリアにおいて人口密度の維持により生活サー
ビスやコミュニティが持続的に確保されるように居住
を誘導する

–都市全体における人口や土地利用，交通や財政の
現状および将来の見通しのもとに都市経営が効率的
に行われるように定める

• 留意すべき事項

–新たな開発予定地は設定すべきでない

–保全が適当な農地についても設定すべきでない
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居住誘導区域について（２）
• 設定方針

– 将来の人口等の見通しをふまえた適切な範囲
– 都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びにそ
の周辺区域

– 都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスす
ることができ，都市の中心拠点および生活拠点に立地する都市機能の利
用圏として一体的である区域

– 都市機能や居住が一定程度集積している区域
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居住誘導区域について（３）
• 市町村による施策

–居住者の利便の用に供する施設の整備

–公共交通の確保を図るため交通結節機能の強化・
向上

–居住誘導区域内の住宅の立地に対する支援措置

–基幹的公共交通網サービス確保のための施策

• 届出・勧告
–居住誘導区域外の区域における一定以上の規模の
開発行為を行おうとする場合には，原則として市町
村長への届出が義務化（30日前まで），支障が生じる
場合には勧告を行うとともに，誘導区域内の土地取
得をあっせん
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都市機能誘導区域について（１）
• 考え方

– 医療・福祉・商業などの都市機能を都市の中心拠点や生
活拠点に誘導・集約することで，各種サービスの効率的
提供を図る

– 都市機能の充足による居住誘導区域への居住の誘導

– 人口密度の維持による都市機能の持続性の向上

• 留意すべき事項
– 居住誘導区域と都市機能誘導区域の両方を定める（居
住誘導区域の中に都市機能誘導区域を設定）

– 区域数は地域の実情や市街地形成の成り立ちに応じて
必要な数を定める

– 徒歩や自転車等によりそれらの間が容易に移動できる
範囲とする
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都市機能誘導区域について（２）
• 設定方針

– 鉄道駅に近い，業務や商業などが集積する地域など，都
市機能が一定程度充実している区域

– 周辺からの公共交通によるアクセス利便性が高い区域

– 都市の拠点となるべき区域
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都市機能誘導区域について（３）
• 市町村が講ずる施策

–誘導施設に対する税制上の特例措置

–民間都市開発推進機構による金融上の支援措置

–誘導施設，歩行空間の整備

–民間事業者による誘導施設の整備・運営への支援

–市町村が保有する不動産の有効活用施策等

• 届出・勧告

–都市機能誘導区域外の区域で誘導施設を対象に開
発行為を行おうとする場合には，原則として市町村
長への届出が義務付け（30日前まで）
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誘導施設とは
• 都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき，居住
者の共同の福祉や利便性の向上を図るために必要
な施設

• 区域および都市全体における現在の年齢別の人口
構成や将来の人口推計，施設の充足状況や配置

• 誘導施設がない場合には都市機能誘導区域は設
定できない
– 高齢化の中で必要性の高まる施設（病院・診療所，老人
デイサービスセンター，地域包括支援センターなど）

– 子育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素と
なる施設（幼稚園や保育所，小学校など）

– 集客力がありまちの賑わいを生み出す施設（図書館，博
物館，スーパーマーケット，コンビニエンスストアなど）

– 行政サービスの窓口機能を有する市役所支所等の行政
施設
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その他
• 住民への説明

– 地区別に行政コストや固定資産税収等の状況を分析し
て住民に示すなど，地域の現状を見据えた議論がなされ
るようにすべき

– GISを活用して可能な限り小さな単位で人口の現況や推
移，生活サービス施設の分布，地価などの多様なデータ
を地図上で見える化することが望ましい

• 目標値の設定
– 居住誘導区域内外おける人口密度
– 生活利便性，健康福祉，行政運営の観点による指標

• 他の計画との関連性
– 市町村・都市計画域マスタープランとの整合性
– 公共交通施策，商業施策，住宅施策，医療・福祉施策，
農業施策など多様な分野の計画との連携
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立地適正化計画策定のプロセス
• 市町村都市再生協議会の設置

• 立地適正化計画の検討
– 立地適正化計画素案の作成

– パブリックコメント・公聴会・ワークショップなどにより住民
意見を聴取

– 市町村都市計画審議会の意見を聴取

• 立地適正化計画の作成・公表

• 都道府県への送付

• 事業・施策の実施

• 計画の達成状況の評価

• 市町村都市計画審議会への報告

• 必要に応じて計画を見直し
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現状
• 2017年7月31日現
在，357自治体が
立地適正化計画に
ついて具体的な取
り組みを実施

–都市機能誘導区
域・居住誘導区域
ともに設定：46

–都市機能誘導区域
のみ設定：66

–計画取組中：245
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0 300km

取組なし
計画取組中
都市機能誘導区域のみ設定
都市機能誘導区域・居住誘導区域ともに設定

 



事例紹介：愛知県豊川市
• 愛知県豊川市

–人口：18.2万人
（2015年，0.5万人
増）

• 「平成の大合併」に
おいて1市4町が合
併，複数の中心地
を有する分散型都
市構造

• ロードサイドなどの
商業開発や住宅開
発が進む
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人口動態
• 1955年以降，

2010年に至るま
で人口は増加を
続けているが，ほ
ぼ頭打ちの状況
にある

–ピークは2015年と
推計される

• 市街地は一貫し
て拡大する一方，
人口密度は低下
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人口集中地区の拡大状況
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豊川市における人口の推移



公共交通ネットワーク（鉄道・バス） 21



都市機能誘導施設
• 商業施設

– スーパー，コンビ
ニ，ドラッグスト
ア・薬局など

• 行政施設・文化施
設・教育施設
– 市役所，支所・出
張所，図書館，美
術館・資料館，小
中学校，高校など

• 医療施設
– 病院，診療所

• 高齢者福祉施設
– 福祉センター，介
護施設など

• 子育て関連施設
– 保育所・幼稚園・
児童センターなど
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豊川市における行政施設・文化施設・教育施設の立地状況



災害リスクの状況 23



市民意識・都市構造
• 市民に対する居住意識
調査や他都市との都市
構造の比較などを実施
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居住誘導区域 25



都市機能誘導区域（市域全体） 26



都市機能誘導区域（中心拠点） 27



都市機能誘導区域（地域拠点の例） 28



その他の自治体の例：富山市 29



その他の自治体の例：輪島市 30



課題など
• 都市ごとに計画に対する考え方や内容が異なる
なかで，課題が共通認識されておらず，個性が
みられない市町村もある

–都市による区域設定の基準や区域面積，誘導施設
の設定には違いがみられるため，各地域ごとに個別
に対応していく必要がある

• 区域設定の際の住民合意形成が可能か

• 実際にコンパクトなまちづくりに資するような誘導
施設の設定となっているかどうか

• 区域外の開発に対して勧告がなされるかどうか，
勧告がなされた場合の実効性はあるかどうか
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